
報告第 4 号 空家特措法の改正について 

市町村が目的に合わせ区域を設定（空家等活用促進区域） 

 

 

 

 

 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を 

改正する法律に伴う隠岐の島町の対応について 
 

隠岐の島町では空家等対策に関して平成２６年１２月１９日に「隠岐の島町空き家等の適正管理に

関する条例」を施行しております。国は平成２７年２月２６日に「空家等対策の推進に関する特別措置

法」を施行しました。当町では、空き家等の指導については条例に基づき、特定空家等の措置について

は法の規定に基づき対応をしております。 

今回、国は同法を令和５年６月１４日に一部改正、令和５年１２月１３日に施行し、所有者の責務強化

として、「適切な管理の努力義務」に、「国、自治体の施策に協力する努力義務」を加えました。また、空

家等対策の推進を図るため「活用拡大」「管理の確保」「特定空家の除却等」の３本柱で対応を強化

しました。このことに伴い、隠岐の島町空家等の対策については法の規定によるものとして、当町の条

例及び施行規則を令和６年４月１日で廃止します。なお、事務取扱については同日に要領等を定め、

切れ目ない対策を推進していきます。 

あわせて「第２次 隠岐の島町空家等対策計画」についても、法改正に伴う変更を今後行うこととし

ています。 

 

 

 

１．活用の拡大 

 （１）空家等活用促進区域（法第７条、第１６条～第２０条） 

     市区町村が「空家等活用促進区域」や「空家活用促進指針」を定めることができるようになりま 

した。 例えば、中心市街地、地域の再生拠点、観光振興を図る区域として定めることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法改正に伴う変更点 

市町村が活用指針を明示 

空家所有者に指針に 

あった活用を要請 

許認可等の合理化・円滑化 
①接道規制の合理化（建築基準法） 
  前面に接する道が幅員４ｍ未満でも、安全確保策 

を前提に、建替え、改築等を特例認定 

②用途規制の合理化（建築基準法） 
  各用途地域で制限された用途でも、指針に定め 

た用途への変更を特例許可 

③市街化調整区域内の空家の用途変更 

（都市計画法） 
  用途変更許可の際、指針に沿った空家活用が進 

むよう知事が配慮 
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空家等管理活用支援法人 

 

 

 （２）空家等管理活用支援法人（法第２３条～第２８条） 

     市区町村長は空家等を管理・活用するため、自治体や所有者等のサポート体制のため 

支援法人を指定することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．管理の確保 

 （１）管理不全空家等に対する措置（法第１３条） 

     市区町村長は、適切な管理がされておらずそのまま放置すれば特定空家等になるおそれがある 

空家等（管理不全空家等）の所有者に対し指導・勧告することができるようになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定非営利法人 一般社団法人 一般財団法人 空家等管理・活用を 

図る目的の会社 

所有者・活用希望者へ

の普及啓発・情報提供 
所有者の相談対応、委

託に基づく空家管理 

市区町村から委託を 

受けて所有者探索 
市区町村に財産管理

制度の利用提案 

管理不全空家等の適切 

な管理に関する指導 

（法１３条第１項） 

管理不全空家等の適切 

な管理に関する勧告 

（法１３条第２項） 
適切な管理がされない場合 

勧告を受けた管理不全空家等の敷地は、特定空家等と同様に、地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４９条の３の２規定に基づ

き、固定資産税の住宅用地特例が適用されません。 

小規模住宅用地（200 ㎡以下）：1/6 に減額 

一般住宅用地（200 ㎡超える）：1/3 に減額 
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 （２）所有者把握の円滑化（法第１０条第３項） 

     市区町村長が空家等の所有者の把握に関し必要な情報を他の地方公共団体の長以外に空家 

等に工作物を設置している者に情報を請求することができる旨を明確にしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．特定空家等の除却 

 （１）特定空家等の状態の把握（法第９条第２項） 

 特定空家等に対する助言・指導・勧告・命令をするにあたり、その敷地内への立入調査は認めら 

れていましたが、単に空家等の物的な状態を知るだけでは足りない場合は、市区町村長は所有者 

等の意向等を把握することができるようになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 所有者不明の 

管理不全空家等 

市区町村長 他の市区町村長 情報提供依頼 

電気・ガス 

供給事業者 

情報提供依頼 

市区町村長 

空家等に係る事項に関する報告徴取 

 

空家等に係る事項に関する報告書 

求める内容としては、例えばいつまでに特定空家等

の状態改善する意向があるのか、状態改善を図った

かなどです。 

報告拒否・虚偽報告には 20 万円の過料が課せられます 

特定空家等の 

所有者 
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 （２）行政代執行の円滑化 

 ①緊急代執行制度（法第２２条第１１項） 

災害その他非常の場合において、保安上著しく危険な状態にあり、必要な措置をとるよう勧 

      告した特定空家等については、命令等の一部手続を経ず市区町村長が代執行することができ 

      るようになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②略式代執行、緊急代執行の費用の徴収（法第２２条第１２項） 

従来、略式代執行は、後から所有者等が判明した場合等の費用徴収の定めがなく、債券名 

義の取得のための費用請求訴訟と民事執行法に基づく強制競売により費用回収を行う必要 

がありました。しかし、略式代執行も行政代執行法の費用徴収規定を準用し、国税滞納処分の 

例により徴収できることになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市
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助言・指導、勧告・命令 

行
政
代
執
行 

災害等により特定空家等が倒壊しそうな場合など、 

周辺住民の身体や生命に危険を与えるおそれがある。 

緊
急
代
執
行 

略式代執行の場合も、上記の場合において緊急代執行を行います。 

 
特定空家等の 

所有者 

行政代執行 

緊急代執行 

※代執行後に所

有者が判明した

ときも同じ 

略式代執行後 

所有者が判明 
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裁判所に 

訴訟の提訴 

所有者に負

担させる旨

の確定判決 



報告第 4 号 空家特措法の改正について 

 （３）財産管理制度（法第１４条） 

    不在者財産管理制度や相続財産清算人の選任は、民法上で裁判所への請求権者は利害関係 

人等に当たることの証明が必要でありましたが、法改正に伴い市区町村が主導して空家等の適切 

な管理や処分を進めるため、裁判所に対して管理人の選任に係る請求ができるようになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他の改正事項 

 （１）国の責務（法第３条） 

 国は空家等の施策を総合的に策定・実施する責務がある旨を規定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）空家等の所有者等の責務（法第５条） 

    空家等の所有者、管理者は周辺生活環境に悪影響を及ぼさないよう、適切な管理に努めるととも 

に、国、地方公共団体が実施する空家等に関する施策に協力するように努めなければなりません。 
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国 

地方公共団体 

空家等に関する取組を行う者 

情報提供・支援 

空家等の所有者 

広報・啓発活動に

よる適切な管理及

び活用の促進 


